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研究成果の概要（和文）： 第 5 次医療法改正による新たな医療計画の下での医療提供体制構

築に関わる諸問題を検討するため、聞きとり調査などを通じて医療計画の策定過程を分析した。

その上で、医療計画に基づく提供体制構築のための諸手法（規制、補助金、診療報酬による誘

導、一定の医療機能の認定など）について検討を行い、「医療を受ける者の利益」の保護、増進

の観点からこれらの手法を総合的に把握し、分析するという視点を提示した。 
 
研究成果の概要（英文）： Health care reform legislation has made an effort to develop 
integrated health care delivery systems based on prefectural health care plans by 
regulation, financial incentives by grants and fee schedule and certification of qualified 
healthcare providers. They could be systematized as the approach to protect and promote 
patients’ interests. 
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総 計 2,400,000 720,000 3,120,000 

 
 
研究分野：社会保障法 
科研費の分科・細目：法学・社会法学 
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１．研究開始当初の背景 
 
 第 5 次医療法改正により、医療計画では 5
疾病 5事業に関して医療連携体制の構築が図
られることとなった。しかしながら、自由開
業制を基調とした医療提供体制の下では、連
携体制の構築や機能分化は最終的には各医

療機関の判断に基づいて行われるため、医療
計画が果たす役割は必ずしも明確なものと
なっていない。本研究は、医療計画の策定過
程及び医療連携体制構築の実態について調
査、分析を行い、医療提供体制が有効に構築
され、機能するための諸条件を明らかにする
ことを目的として開始された。 
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２．研究の目的 
 

第 5次医療法改正により医療機関の機能分
野と連携に基づく医療提供が標準的な医療
提供の方法として位置づけられたことによ
り、疾病、事業ごとの医療体制を定めた医療
計画の役割に注目が集まっている。本研究で
は、都道府県における医療計画の策定過程と
医療連携体制構築の実情について調査、分析
を行い、医療計画が有効に機能し、良質な医
療提供体制が整備されるための諸条件を明
らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
 

医療計画の策定と計画に基づく施策の実
施状況を把握するため、複数の県の医療計画
担当者から医療計画の策定や実施における
課題について聞き取り調査を行った。その上
で、都道府県の医療計画の内容について分析
を進め、次のような観点から検討した。 
第１に、医療計画に基づく医療連携体制構

築のケーススタディとして、がん診療の連携
体制について検討を行った。がん診療の提供
体制については、がん対策推進計画やがん対
策基本法に基づく各種施策が実施されてお
り、これらの施策と医療計画との関連を踏ま
えて分析を進めた。 

第２に、医療計画の策定過程という局面に
関しては、他の医療関連計画との計画間調整
という視点を設定して検討を進めた 
第３に、他の医療関連施策との関係を検討

する具体的な題材として、医療機能情報提供
制度の役割に着目し、分析を進めた。患者・
住民への情報提供に関わる法制は、不当な内
容の情報により患者に弊害が及ぶことを防
止するために、長らく広告規制を中心とした
制度として整備されてきた。これに対して、
第 5次医療法改正では、患者の選択の支援の
観点から、行政が自ら情報を収集し、情報提
供を行う制度の整備が進められることにな
った。同制度を中心に地域の医療機能に関す
る情報提供の仕組みを医療提供体制の整備
を図る手段として位置づけて検討すること
にした。 

第４に、医療計画に基づく医療連携体制の
構築や医療機能の集約化の課題を達成する
手法について検討を進めた。とくに医療提供
体制の整備において重要な役割を果たして
いると考えられる診療報酬と補助金に着目
し、両者の役割と機能分担について検討を進
めた。 
 第５に、上記の検討作業をもとに、研究の
総括として、医療計画に基づく医療提供体制

の整備のあり方や、医療計画とその実現手法
との関係について検討作業を行い、その法的
な構造を把握する理論枠組みの構築を試み
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
４．研究成果 
 
 主な研究成果として次のものがある。 
（１）第 5次医療法改正に基づく医療提供体
制の変化について検討を行い、研究成果の一
部については、研究代表者が所属する日本社
会保障法学会において学会報告を行った
（「医療提供体制に関わる法制度の変化と課
題―医療計画を中心に」2010年日本社会保障
法学会秋季総会シンポジウム「医療制度改革
の到達点と今後の課題」）。 
この報告では、第１次医療法改正以降の医

療計画の経緯、第５次医療法改正に基づく医
療計画の内容、策定手続面での特徴、医療計
画に基づく医療連携体制の構築における法
的課題について検討した。医療計画に基づく
医療連携体制の構築や医療機能の集約化と
いった課題は、自由開業制を基調とした医療
体制の下では診療報酬や補助金による誘導
を中心とした施策によって進められている
ことを確認し、医療計画と診療報酬や補助金
の交付との連動性を高める可能性を検討し
た。 
 第５次医療法改正による医療提供体制の
変化については、その後の進展も含めて、さ
らに理論的な検討を進め、研究成果の一部を
公表した（「医療提供体制」日本社会保障法
学会編『新講座社会保障法１ これからの医
療と年金』所収）。 
 
（２）医療計画における計画間調整の課題
について検討した。現在では、医療提供体制
の整備に関わる行政計画として、医療計画だ
けでなく、医療費適正化計画やがん対策推進
計画、介護保険事業計画、健康増進計画など
が存在する。こうした医療関連計画が規律す



 

 

る対象や目的は一部重複するため、計画の策
定においては計画間調整の視点から施策の
調整、統合を行うことが不可欠である。調整
対象となる事項や調整手続のあり方を分析
するとともに、医療関連計画の策定時期の調
整や、計画策定組織の統一化、関連計画の一
体的策定といった視点から計画間調整のあ
り方について検討を行い、医療計画が関連計
画を統括する可能性について分析した（研究
成果の一部として「医療関連計画における計
画間調整」週刊社会保障 2694号を公表した）。 
 
（３）医療計画に基づく医療提供体制整備
の諸手法についても検討を行った。医療計画
が定める各種施策を実現する手法として、法
律等に基づく規制、補助金交付等の公的資金
助成、行政計画の策定、診療報酬による誘導、
特定の機能をもつ医療機関の認定・指定が存
在する。 

医療計画に基づく医療連携体制の構築や
医療機能の集約化といった課題の実現にあ
たっては、診療報酬や補助金による誘導的な
手法が重要となる。国民皆保険体制の下では、
診療報酬による誘導が機能する側面が大き
く、様々な医療関連施策を遂行する手段とし
て広く活用されてきた。このため、医療体制
整備のために補助金による公的資金助成と
の機能分担の明確化の作業が必要である。こ
のような観点から、医療計画に基づく医療提
供体制の実現の手段として診療報酬と補助
金の役割に着目して一定の検討を行った（研
究成果の一部として「医療提供体制における
診療報酬と補助金の役割」週刊社会保障 2634
号を公表した）。 
 医療提供体制の整備のための多様な手法
と医療計画との関連づけを行うためには、こ
れらの手法の構造的な把握という作業が不
可欠である。そこで、医療提供体制に関わる
各種施策が確保、推進する法的利益という局
面に着目し、多様な施策の相互関係と法的統
制のあり方について検討する視点を提示し
た（研究成果の一部として「『医療を受ける
者の利益』の多段階的実現」矢嶋ほか編『人
権としての社会保障』所収を公表した）。 
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